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番号 項目名専門部会

詳細調整報告項目一覧

分科会

9産業労働部会 1 労政分科会 4 営業証明発行

6農政分科会 10 認定農業者育成支援事業

11 中山間地域直接支払事業

17 環境型農業推進事業

22 産地育成対策事業



分科会名分科会名分科会名分科会名 労政

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考
4 合併と同時

●詳細事項調整結果

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

営業証明発行

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 産業労働

調整結果調整結果調整結果調整結果
●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
　１件あたりの手数料を２００円とする。

１　発行場所
　　新市においては、商工担当部署での発行とし、各総合支所で
　も発行する。

２　発行方法
　　営業届に基づき、内容を審査した後に営業届証明として発行
　する。



分科会名分科会名分科会名分科会名 農政

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考
10 H18.4.1

●詳細事項調整結果
１　利子補給事業
（１）対象貸付資金
　　　農業経営基盤強化資金（スーパーＬ）、農業近代化資金
（２）利子補給率
　　　０．５％以内
（３）交付期間
　　　１０年
（４）交付時期
　　　２月

２　新規認定農業者の認定
（１）認定農業者の認定
　　　新規認定農業者の認定については、平坦地域と中山間地域
　　に分けた、所得による農業経営の指標を設ける。
（２）認定審査
　　　新市農業経営基盤強化促進協議会を設置する。
　　　構成は、農業委員会委員、県の関係機関職員、農業協同組
　　合職員、市農政担当

３　融資審査
　　　新市特別融資制度推進会議を設置する。
　　　構成は、農業委員会委員、県の関係機関職員、農業協同組
　　合職員、融資機関、市農政担当

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

認定農業者育成支
援事業

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 産業労働

調整結果調整結果調整結果調整結果
●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
・新市における利子補給については、新たな制度を制定し調整を
図る。
　ただし、現在利子補給を行っているものについては、新市に引
き継ぐ。
　○新たな制度案
　　　【対象貸付資金】
　　　　　農業経営基盤強化資金（スーパーＬ）
　　　　　農業経営改善促進資金（スーパーＳ）
　　　　　農業近代化資金・農業改良資金
　　　【利子補給率】　　　０．５％以内
　　　【交付期間】　　　　　１０年
　　　【交付時期】　　　　　　２月
・新規の認定については、新たに制度を制定する。
・認定機関、融資決定機関については、津市の例により調整す
る。



分科会名分科会名分科会名分科会名 農政

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 産業労働

調整結果調整結果調整結果調整結果
11 H18.4.1中山間地域直接支
払事業

●詳細事項調整結果

●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
・国の補助事業で平成１６年度で終了予定であるが、現在事業の
延長について検討されていることから、国の動向を見ながら調整
を図る。

　中山間地域等直接支払制度は、国の制度が平成１７年度から
２１年度までの５か年間継続実施される。
１　目的
　　耕作放棄地の増加等により多面的機能の低下が特に懸念され
　ている中山間地域において、農業生産の維持を図り、多面的機
　能を確保する。

２　対象地域
　　特定農山村法等地域振興立法８法の指定地域及び地域の実情
　に応じて、都道府県知事が指定する自然的・経済的・社会的条
　件が不利な地域

３　対象農地
（１）急傾斜農地（田１／２０以上、畑、草地及び牧草放牧地
　　１５度以上）
（２）自然条件により小区画・不整形な田（大多数が３０ａ未満
　　で平均２０ａ以下）
（３）草地比率の高い（７０％以上）地域の草地
（４）新市長が必要と認めた農用地（緩傾斜農用地で田
　　１／１００以上、畑・草地・採草放牧地８度以上、高齢化比
　　率・耕作放棄地率の高い農地）
（５）都道府県知事が定める基準に該当する農用地

４　対象行為
　　集落協定に基づき、次のとおりとする。
（１）集落の将来像を明確にした活動計画の下で、５年間以上継
　　続して行われる農業生産活動の実施
（２）一定の要件の下で、農用地保全体制の整備や地域の実情に
　　即した農業生産活動等の継続に向けた活動の実施

５　対象者
　　集落協定又は個別協定に基づき、５年間以上継続して農業生
　産活動等を行う農業者等（第３セクター生産組織等を含む）

６　交付単価

（１）４の対象行為において、（２）を実施しない場合には、表
　　の単価の８割の単価とする。
（２）以下の取り組みを実施する場合は、取組に応じて田で
　　５００円～１，５００円／１０ａ、畑・草地で５００円／
　　１０ａ等の上乗せを行う。
　　ア　担い手への農地利用集積を新たに一定割合以上行う場合
　　イ　新規就農者や担い手が条件が不利な農地を引き受けて規
　　　模拡大する場合
　　ウ　一定規模以上の耕作放棄地の復旧を行う場合
　　エ　法人を設立する場合

７　美杉村棚田保全事業については、廃止する。

採草放牧地 急傾斜 1,000円
緩傾斜 300円

草地

急傾斜 10,500円
緩傾斜 3,000円
草地比率の
高い草地

1,500円

畑 急傾斜 11,500円
緩傾斜 3,500円

地目 区分 10a当り単価

田 急傾斜 21,000円
緩傾斜 8,000円



分科会名分科会名分科会名分科会名 農政

統一時期統一時期統一時期統一時期 備　　考備　　考備　　考備　　考

事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧事務事業詳細事項調整結果一覧

区　　分区　　分区　　分区　　分

部会名部会名部会名部会名 産業労働

調整結果調整結果調整結果調整結果
17 H18.4.1

22 H18.4.1

１　目的
　　主要農作物以外の農作物によって、農業経営の安定化を図る
　とともに、地域の特性を活かした野菜等の産地育成を図る。

２　対象者及び要件
（１）認定農業者を含む３戸以上の農業者及び生産者団体で、
　　米の生産調整実施者
（２）新市長が認めた奨励農作物で、販売実績があるもの。
　　　ただし、試験栽培を目的とする場合はこの限りではない。

３　対象経費
　　奨励農作物の種子及び苗の購入に要する経費

４　補助金
　　補助額の上限は経費の１／３以内とし、予算の範囲内で交付
　する。

●詳細事項調整結果

●詳細事項調整結果

産地育成対策事業 ●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
・麦、大豆以外の産地育成事業として新たな制度を設け、調整を
図っていく。

環境型農業推進事
業

●調整内容表（様式４）　調整の具体的内容
・環境農業を推進するための新たな制度を設け、その中で調整を
図っていく。
・農業廃プラスティックについては、１９年度までの３箇年は一
志町の例により調整するが、１９年度以降は廃止も含めて見直し
を行う。

１　環境保全型農業
（１）目的
　　　環境と調和が取れた農業生産を推進し、消費者の信頼感・
　　安心感を確保するため、環境負荷が少ない農業生産技術の導
　　入等に対して助成を行う。
（２）対象者
　　　持続性の高い農業生産方式の導入計画を認定された農業者
　　及び有機栽培ＪＡＳ認定農業者並びに市長が認めた環境型農
　　業に取り組む農業者及び農業団体
（３）対象経費
　　　農業技術の研究・開発及び導入等に要する経費
（４）補助金
　　　補助額の上限は、対象経費の１／３以内とし、予算の範囲
　　内で交付する。

２　農業用廃プラスチック処理
（１）「三重県農業用使用済プラスチック処理適正処理基本方
　　針」に基づき、処理された農業用廃プラスチックの処理費に
　　対して助成を行う。
（２）対象者
　　　農業者
（３）対象経費
　　　農業用廃プラスチックの処理に要する経費
（４）補助金
　　　補助額の上限は、対象経費の１／２以内とし、予算の範囲
　　内で交付する。


